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はじめに 
 

 

本報告書について 

本報告書は、青葉ビジネスコンサルティングが独自で作成したものです。 

 

本報告書の目的 

本報告書は、主に中国へ進出されている、またはこれから中国進出を検討されている日

系企業の皆様を対象に、中国国内での経営活動や今後の中国ビジネスに重大な影響を

及ぼしうるような国家・地方レベルの最新の法律法規と関連政策の主な内容とその影響、

日系企業をはじめとする外資系企業の取るべき主な対策などを紹介することを目的として

作成されています。 

 

免責事項 

1.本資料はあくまでも参考用として作成されたものであり、法律や財務、税務などに関する

詳細な説明事項や提案ではありません。 

2.青葉コンサルティンググループ及びその傘下の関連会社は、本報告書における法律、法

規及び関連政策の変化について追跡報告の義務を有するものではありません。 

3.法律法規の解釈や特定政策の実務応用及びその影響は、それぞれのケースやその置

かれている状況により大きく異なるため、お客様各社の状況に応じたアドバイスは、各

種の有償業務にて承っております。 

 

 

青葉コンサルティンググループ： 

 

香港：香港湾仔港湾道 30号新鴻基中心３階 

TEL：（852）2850 8990       FAX：（852）2850 7151 

北京：北京市朝陽区建国門外大街甲 24号東海中心 605室  

TEL：（86-10）6522 8158     FAX：（86-10）6512 7168 

広州：広東省広州市体育西路 109号高盛ビル 12階 B室 

TEL：（86-20）3878 5798     FAX：（86-20）3878 5337 
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外商投資産業奨励リスト（2020 年版）の公布 

【背景】 

国家発展改革委員会、商務部は 2020 年 12 月 28 日に「外商投資産業奨励

リスト（2020 年版）」（以下「2020 年版奨励リスト」という）を公開し、2020 年版

奨励リストは 2021 年１月 27 日から施行され、「外商投資産業奨励リスト

（2019 年版）」は同時に廃止される。  

【影響】 

「外商投資産業奨励リスト」は中国外商投資促進政策の重要な構成部分で

あり、外国投資家、外資企業が優遇政策を享受する主要な根拠の１つになる。

2020 年版はリストに基づく実施を奨励しており、外資企業がより多くの分野に

投資できるだけでなく、より多くの優遇政策を享受できるようになる。これは外

資企業により多くの発展機会をもたらすことを意味する。外資企業は、奨励と

優遇政策を十分に活用できるように、自社の業務が奨励産業に属するかどう

か、また政策の実施にも継続的に関心を寄せる必要がある。  

【主要内容】 

2020年版における奨励総項目数は 1,235件で、2019年版より 127件増加し、

そのうち対象範囲が全国のものは 65 件増加、中西部地域対象のものは 62

件増加、全体の増加率は 10%を超えた。また 88 件に対して改正を行ったが、

主に従来の項目のカバー範囲を拡張する形となっている。  

 

 

分野 追加・修正内容 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
強
化 

AI、集積回路などのハイエ

ンド製造分野 

集積回路パッケージ及びテスト設備の製造、レーザー投影装

置、超高画素テレビ、呼吸器、ECMO、AI補助医療設備などの

項目 

新材料分野 

高純電子級フッ化水素、フッ化水素、特殊ガラス繊維、偏光フィ

ルム、拡散膜、フォトマスク、ポリビニルアミン、高性能繊維など

の項目 
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環境保護分野 

船舶汚染物質ポートの受け入れ処理施設の建設及び設備製

造、ポート危険化学品、オイル応急施設建設及び設備製造など

の項目 

外
資
現
代
サ
ー
ビ
ス
業 

研究開発設計分野 
第５世代移動通信技術の研究開発、ブロックチェーン技術の開

発、汚水処理施設の設計などの項目を追加または修正する。 

ビジネスサービス分野 

ハイエンド装備の修理、デジタル化生産ラインの改造と集積、

工業サービスネットワークプラットフォームなどの項目を追加す

る。 

現代物流分野 
大口商品の輸出入分配センター、コミュニティチェーン配送など

の項目を追加または修正する。 

情報サービス分野 
オンライン教育、オンライン医療、オンライン事務などの項目が

追加される。 

中
西
部
地
区
の
優
勢
産
業 

黒竜江、雲南などの省 農産物加工、観光開発などの項目を新たに追加する。 

河南、陝西、広西などの省 
医療器械、防疫防護用品、原料薬の生産などの項目を新たに

追加する。 

湖北、四川、重慶などの省 半導体材料、工業陶磁器などの項目を新たに追加する。 

安徽、陝西などの省 職業学院の項目を新たに追加する。 

海南 
商業貿易、航運、金融、旅行などの関連項目を追加し、海南自

由貿易港の建設をサポートする。 
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【法規リンク】 

「外商投資産業奨励リスト（2020 年版）」（中華人民共和国国家発展改革委

員会  中華人民共和国商務部第 38 号令）

http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-12/28/content_5574265.htm 

 

http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-12/28/content_5574265.htm
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「外国投資安全審査弁法」解読 

【背景】 

2020年 12月 19日に国家発展改革委、商務部は「外商投資安全審査弁法」 (以下「安審

弁方」と略称する) を発布し、発布日から 30日後に施行される。 

 

【影響】 

今後、外国投資企業が重要な、エネルギー・資源、設備製造、文化製品・サービス、IT・イ

ンターネット製品、サービスなどの領域に投資し、且つ投資した企業の実際支配権を取得

するには、安全審査を経る必要となり、外国投資企業の投資行為の審査にある程度の影

響が予想される。 

 

【主要内容】 

一、外商投資安全審査機構の設立  

外商投資安全審査業務体制を構築し、そのオフィスは、国家発展改革委員

会に設置される。外商投資安全審査の申告は、国家発展改革委員会政務

サービスホールで受付を行う。  

二、外商投資安全審査範囲の明確化  

以下の範囲内の外国投資企業の投資活動に対して安全審査を行う。  

 軍事工事、軍事工事付随品などの国防安全にかかわる分野、及び軍事

施設と軍事施設周辺地域への投資。  

 国家安全に関わる重要な農産物、エネルギーと資源、設備製造、インフラ、

輸送サービス、文化製品・サービス、 IT・インターネット製品・そのサービス、

金融サービス、テクノロジー及びその他の重要分野への投資で、且つ投資

企業の実際支配権を取得する場合。  

三、外商投資安全審査申告メカニズムの策定  

外国投資者又は国内関連当事者は、投資を実施する前に審査範囲に属す

る投資を自主的に申告しなければならない。  
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四、外商投資安全審査プロセスと期限  

安全審査は３段階に分けられる。第１段階は予備審査であり、申告要求に応

じた材料を受け取った日から 15 営業日以内に安全審査を開始するか否かを

決定する。第２段階は一般審査で、審査開始日から 30 営業日以内に審査通

過の決定を行う。或いは、プロセスに従って、次の段階の審査に進む。第３段

階は 60 営業日以内に完了する特別審査であり、一般審査を通過しなかった

項目のみ特別審査に入る。  

五、外商投資安全審査決定の執行  

安全審査を通過したものは、投資を実施することができる。条件を課されて安

全審査を通過したものは、その附加条件に従って投資を実施しなければなら

ない。 投資禁止決定が為された場合、投資は実施してはならない。  

 

【法規リンク】 

「外国投資安全審査弁法」2020 年第 37 号令  

http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-12/19/content_5571291.htm 

http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-12/19/content_5571291.htm
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2020 年版の市場参入におけるネガティブリストの 

正式公布  

【背景】 

2018 年 12 月全国統一の市場参入におけるネガティブリストが正式に公布さ

れて以来、市場参入段階におけるネガティブリスト管理モデルを全国範囲で

確立化し、リストに記載されていない業界、分野、業務などの市場主体が法に

より平等に参入できるようになり、「非禁即入」1を実現したと言える。近日、国

家発展改革委員会、商務部が共同で改訂した「市場参入ネガティブリスト

（2020 年版）」は、2020 年 12 月 16 日から正式に施行される。  

【影響】 

「市場参入ネガティブリスト（2020 年版）」の改訂は、参入制限をさらに緩和し、

平等な参入の実現に助力し、有効市場 2と政府のより良い関係を促進し、効

率よく、また規範的で、競争公平な国内統一市場の形成を加速し、全社会市

場主体への期待とその行動が積極的な誘導作用を引き起こし、企業エネル

ギーをより一層刺激する。また、政府の行動もより規範化され、有効市場と政

府の関係性はよりよくなると思われる。  

【主要内容】 

「市場参入におけるネガティブリスト（2020 年版）」には合計で 123 項の事項が

組み入れられている。「市場参入ネガティブリスト（2019 年版）」と比較すると、

主に以下の改訂を行っている。  

改訂種類  内容  

緩和  
 「森林資源資産評価プロジェクトの承認」  

 「鉱業権評価機関の資質認定」  

                                                   

1   「非禁即入」とは、法律、行政法規で禁止されていない全ての企業または個人経営の業界とプロジェクト

の経営は許可される。 

2 有効市場とは、資産の現有市場価格で関連、利用可能な情報の全てを十分に反映できる資本市場を指

す。 
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 「炭素排出権取引審査機関の資格認定」  

以上３項の緩和  

削除  

「放管服」 3 の改革進展により、  

 「輸出入商品検査鑑定業務の検査許可」  

 「通関企業の登録登記許可」  

 「資産評価機関が証券サービスに従事することに関わる業

務資格の審査」、  

 「証券会社の取締役、監事、高級管理職の就職資格審

査」 

などの管理措置 14 項の削除  

縮小  
行政審査認可制度の改革要求に基づき、20 条の措置管理範囲

の縮小  

規範化  ７条の届出類措置管理措置の規範化  

暫定的  

組入れ  
５条を新規暫定組み入れ  

修正  72 条の措置表現の修正  

新規追加  

 「国務院の金融持株会社の参入管理の実施に関する決

定」に基づき、「金融持株会社の設立に関する管理措置」

を新規追加。  

 新規追加項目として、「許可または資格を得ていない場合、

規模超過の土地経営権を転用してはならない」という事項

を追加。  

 個別にリストの位置づけに関する条件に適合し、且つ合法

的で、有効な措置については追加する。  

                                                   

3 「放管服」とは、政府機構を簡潔にし、権利を開放する、管理結合を開放し、サービスを改善することの略称。

「放」は政府機構、権利の開放、門戸を下げることを意味する。「管」は新しい監督管理を作り上げ、公平な競

争を促進する。「服」は高効率なサービスによって、便利な環境を作り出すことを指す。 
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また、上記以外にも、参入許可事項の定義を補完する。例えば、自然保護の体制改革の

進展と産業構造調整制度における目次の改訂状況に合わせ、該当条項の説明と修正を

リストに加える。 

【法規リンク】 

「市場参入におけるネガティブリスト（2020年版）」

https://www.ndrc.gov.cn/xwdt/tzgg/202012/t20201216_1252995.html  

https://www.ndrc.gov.cn/xwdt/tzgg/202012/t20201216_1252995.html
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粤港澳大湾区における関連増値税政策の実施に関

する通知 

【背景】 

粤港澳大湾区（広東・香港・マカオグレーターベイエリア、下記「大湾区」と呼

ぶ）建設支援のために、財政部、税関総署及び税務総局が、2020年 10月 23

日、合同で「大湾区における関連増値税政策の実施に関する通知」を発表し

た。主要内容としては、大湾区における海上運輸に対する保険業務、輸出業

務の発展を奨励するものである。  

【影響】 

当政策の実施は、広州市の保険企業が輸出入企業及び海上運輸企業に、

国際海上運輸保険業務を提供及び改善の奨励に助力するものである。また、

輸出企業にとってはさらなる税収優遇を提供するものでもあり、政策条件に合

致した企業により迅速かつ簡易な税金還付申請方法を提供するものとなる。

同時に、政策を適用する港区の発展を加速・完備させるものとなる。  

【主要内容】 

一、増値税免税  

2020 年 10 月１日～2023 年 12 月 31 日までの期間において、広州市に登記

のある保険企業が、南沙自由貿易区に登記のある企業へ国際海上運輸保

険業務を提供することによって得た収入に対して、増値税を免除する。  

二、出荷港税還付政策  

2020 年 10 月１日から、条件に合致した輸出企業が、出荷港（以下「集荷港」

という）から出荷、通関、輸出した場合、条件に合致する運輸企業が輸送を

引き受け、水路を使って直接広州南沙保税港区、深セン前海保税港区（以

下「出発港」）へ運び、そこから出国したコンテナ貨物に対し、集荷港税還付

政策を実施する。  
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政策を適用できる

主体  
政策適用条件  

輸出企業  

輸出税還付（免除）分類管理類別の一類、二類に属し、  

且つ 

税関の信用レベルが「一般信用企業」もしくは「認証企業」

の輸出企業  

運輸企業  

輸送企業の税関信用レベルが「一般信用企業」もしくは「認

証企業」であり、  

且つ 

納税信用レベルが「B」以上の海運企業  

運輸ツール  

ナビゲーション位置測定、全過程動画監視コントロール設

備を装備し、  

且つ 

税関が輸送を引き受ける税関に対して運送ツールを監督で

きる条件を満たす船舶  

出荷港  
広州  

滘心港、旧港、烏沖港、嘉利港、集司港、東江口

港、新沙港  

深セン  塩田港、大鏟湾港  

 

【法規リンク】 

「財政部 税関総署 税務総局による粤港澳大湾区における関連増値税政策の実施に関す

る通知」 

http://zhs.customs.gov.cn/zhs/zcfg95/gfxwj0/3377478/index.html  

http://zhs.customs.gov.cn/zhs/zcfg95/gfxwj0/3377478/index.html
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集積回路産業とソフトウェア産業の 

企業所得税優遇政策  

【背景】 

集積回路産業とソフトウェア産業の発展を促進するために、集積回路企業の

税収減免政策をさらに細分化し、明確にする。財政部、国家税務総局、国家

発展改革委員会、工業・ IT 部は共同で「集積回路産業とソフトウェア産業の

発展を促進する企業所得税政策に関する公告」を発表し、遡って 2020 年１

月１日から実行されることになる。  

 

【影響】 

減税・費用削減は、産業の発展方式を転換させ、企業の主体的な活力を引

き出す重要な手段と言える。企業所得税の減免は、中国集積回路企業自身

の能力を高め、企業の生産経営コストを低減することで、企業の自主的創造

イノベーションの積極性を高め、国の産業のグレードアップと発展を促進するこ

とに重要な意義を持つ。  

 

【主要内容】 

一、国が奨励する集積電気路線の条件と優遇内容  

条件  優遇内容  

幅 28nm（ナノメートル）以下、且つ経

営期間が 15 年以上の集積回路生産

企業またはプロジェクト  

初年度から 10 年目まで企業所得税

が免除  

幅 65 nm 以下、且つ経営期間が 15

年以上のの集積回路生産企業また

はプロジェクト  

初年度から５年目まで企業所得税が

免除。６年目から 10 年目までは企業

所得税が半減  

幅 130 nm 以下、且つ経営期間が 10 初年度から２年目までは企業所得税
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年以上のの集積回路生産企業また

はプロジェクト  

が免除。３年目から５年目までは企業

所得税が半減  

 

二、国が奨励する幅 130nm 以下の集積回路生産企業は、国が奨励する集

積回路生産企業リスト年度前の５ヶ納税年度に発生した未完の損失を補填

し、以後の年度に繰越し、最長の繰越し年限は総じて 10 年まで許可される。  

 

三、国が奨励する集積回路の設計・設備・材料・パッケージ・検査企業とソフ

トウェア企業は、利益年度初年度から２年目までは企業所得税が免除され、

３年目から５年目までは企業所得税が半減される。  

 

四、国が奨励する重点集積回路設計企業とソフトウェア企業は、利益年度初

年度から５年目まで企業所得税が免除され、以後年度は 10%の税率で企業

所得税が徴収される。  

 

【法規リンク】 

《集積回路産業とソフトウェア産業の企業所得税優遇政策》 

http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-12/17/content_5570401.htm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.gov.cn/zhengce/zhengceku/2020-12/17/content_5570401.htm
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一部納税者の個人所得税の源泉徴収事前納税方法

の更なる簡便化に関する公告 

【背景】 

新税制の実施からすでに一納税周期が終わり、納税者も新税制実施後の

年収における納税データを所持していると言える。安定した仕事があり、且つ

年収６万元以下の対象者に対し、本来の税制改正によるメリットを享受した

上で、その個人所得税の源泉徴収、事前納付方法を改善し、納税者の税務

手続負担を更に軽くする。  

【影響】 

「中華人民共和国個人所得税法」及びその実施条例の関連規定に則り、納

税者の源泉徴収、事前納付の段階的税収負担及び財政収入の安定性を

総合考慮した上で、「公告」を公布した。これも、就業を安定、就業の保護、

消費の促進、新たな発展構造の構築に助力する。  

【主要内容】 

一部納税者の個人所得税源泉徴収、事前納付の簡便化に係る事項を以下の通り、公

告する。 

一、前納税年度内に毎月同じ勤務先で源泉徴収、給与所得の個人所得税を事前納税

し、且つ通年給与、賃金収入が６万元を超えない個人の住民に対して、源泉徴収

義務者は事前控除で本年度賃金、給与所得の個人所得税を事前納付する場合、

累計控除費用は１月から直接通年分の６万元で計算して控除する。つまり、納税

者の累計収入が６万元を超えない月には、個人所得税の事前納付は暫定的に保

留される。その累計収入が６万元を超える当月及び年内後続月において個人所得

税を事前納付する。 

    

源泉徴収義務者は規定に従って全員の全額源泉徴収申告を行い、且つ「個人所

得税控除申告表」の該当納税者の備考欄に「前年度の各月において申告を行い、

且つ通年の収入は６万元を超えていない」と明記しなければならない。 

 

二、累計予定徴収法に従い、労務報酬所得に係る個人所得税を源泉徴収、事前納付

する個人の住民に対し、徴収義務者は、前述の規定に基づき、執行する。 
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本公告は、2021年１月１日から施行となっている。 

【法規リンク】 

「一部納税者の個人所得税の源泉徴収事前納税方法の更なる簡便化に関す

る公告」 

http://www.chinatax.gov.cn/chinatax/n363/c5159450/content.html 

http://www.chinatax.gov.cn/chinatax/n363/c5159450/content.html

